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労働基準法条文労働基準法条文労働基準法条文労働基準法条文改正改正改正改正内容内容内容内容 

2019年 4月 26日立法院にて労働基準法の改正方案に関し、三読による方案が通過され、

労働基準法第 2条及び第 9条の条文の改正、第 22-1条の追加された。施行の時期につ

いては、別途総統より公布される。 

※※※※朱色朱色朱色朱色部分部分部分部分は改正部分は改正部分は改正部分は改正部分 

条文番号条文番号条文番号条文番号 改正前改正前改正前改正前 改正内容改正内容改正内容改正内容 

(2019.4.26立法院立法院立法院立法院三読通過三読通過三読通過三読通過) 

第第第第 2条条条条 本法における用語の定義は、次の通

りとする。 

1. 労働者とは、使用者に雇用され

労働に従事し、賃金を獲得する

者をいう。 

2. 使用者とは、労働者を雇用する

事業主・事業の経営責任者又は

事業主を代表し労働者に関す

る事務を扱う者をいう。 

3. 賃金とは、労働者が労働により

獲得する報酬をいい、賃金・給

料及び労働した時間・日・月・

出来高に応じて現金又は現物

等の方式で支払われる賞与・手

当並びにその他いかなる名称

の経常的給与もこれに含まれ

る。 

4. 平均賃金とは、計算事由の発生

した当日の前 6ヶ月内に得た賃

金の総額を当該期間の総日数

で除して得た金額をいう。労働

期間が 6ヶ月未満の場合、労働

期間に得た賃金の総額を労働

期間の総日数で除して得た金

額をいう。賃金を労働日数・時

本法における用語の定義は、次の通

りとする 

1. 労働者とは、使用者に雇用され

労働に従事し、賃金を獲得する

者をいう。 
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事業主を代表し労働者に関す
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る。 

4. 平均賃金とは、計算事由の発生

した当日の前 6ヶ月内に得た賃

金の総額を当該期間の総日数

で除して得た金額をいう。労働

期間が 6ヶ月未満の場合、労働

期間に得た賃金の総額を労働

期間の総日数で除して得た金
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間数又は出来高により計算す

る場合、上述の方式により計算

した平均賃金が、当該期間内の

賃金総額を実際の労働日数で

除した金額の 100 分の 60 を下

回る場合、100分の 60として計

算する。 

5. 事業単位とは、本法を適用し、

労働者を雇用し労働に従事さ

せる各事業の機構をいう。 

6. 労働契約とは、労使関係を約定

する契約をいう。 
 

間数又は出来高により計算す

る場合、上述の方式により計算

した平均賃金が、当該期間内の

賃金総額を実際の労働日数で

除した金額の 100 分の 60 を下

回る場合、100分の 60として計

算する。 

5. 事業単位とは、本法を適用し、

労働者を雇用し労働に従事さ

せる各事業の機構をいう。 

6. 労働契約とは、労使関係を約定

し、従属性従属性従属性従属性を有するを有するを有するを有する契約をい

う。 

7. 派遣事業派遣事業派遣事業派遣事業単位単位単位単位とは、労働派遣とは、労働派遣とは、労働派遣とは、労働派遣にににに

従事する事業をいう。従事する事業をいう。従事する事業をいう。従事する事業をいう。 

8. 派遣先とは、派遣先とは、派遣先とは、派遣先とは、派遣契約派遣契約派遣契約派遣契約にににに基づ基づ基づ基づ

き、き、き、き、実際実際実際実際にににに派遣派遣派遣派遣されたされたされたされた労働者労働者労働者労働者にににに

対し、対し、対し、対し、指揮指揮指揮指揮・・・・監督監督監督監督・・・・管理管理管理管理ををををするするするする

者をいう。者をいう。者をいう。者をいう。 

9. 派遣労働者とは、派遣労働者とは、派遣労働者とは、派遣労働者とは、派遣事業に雇派遣事業に雇派遣事業に雇派遣事業に雇

用され、派遣先に役務を提供す用され、派遣先に役務を提供す用され、派遣先に役務を提供す用され、派遣先に役務を提供す

る者をいう。る者をいう。る者をいう。る者をいう。 

10. 派遣契約とは、派遣先と派遣事派遣契約とは、派遣先と派遣事派遣契約とは、派遣先と派遣事派遣契約とは、派遣先と派遣事

業業業業単位単位単位単位がががが労働派遣事項につい労働派遣事項につい労働派遣事項につい労働派遣事項につい

て締結した契約をいう。て締結した契約をいう。て締結した契約をいう。て締結した契約をいう。 

第第第第 9条条条条 労働契約は、定期契約と不定期契約

に分けられる。臨時性・短期・季節

性又は特定の労働は、定期契約とす

ることができる。継続性を有する労

働は、不定期契約としなければなら

ない。（第 1項） 

定期契約の満了後、次の各号のいず

れかに該当する場合、不定期契約と

労働契約は、定期契約と不定期契約

に分けられる。臨時性・短期・季節

性又は特定の労働は、定期契約とす

ることができる。継続性を有する労

働は、不定期契約としなければなら

ない。派遣事業派遣事業派遣事業派遣事業単位単位単位単位とととと派遣派遣派遣派遣労働者間労働者間労働者間労働者間

でででで締結した労働契約は、不定期契約締結した労働契約は、不定期契約締結した労働契約は、不定期契約締結した労働契約は、不定期契約

としなければならない。（第としなければならない。（第としなければならない。（第としなければならない。（第 1項）項）項）項） 
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みなす。 

1. 労働者が継続して勤務するほ

か、使用者が直ちに反対の意思

を示さなかった場合。 

2. 新規に契約を締結した場合で

あっても、その前後の労働契約

の労働期間が 90 日を超え、前

後の契約の中断期間が 30 日を

超えない場合。（第 2項） 

前項の規定は、特定又は季節性の定

期の労働には適用しない。（第 3項） 

 

 

定期契約の満了後、次の各号のいず

れかに該当する場合、不定期契約と

みなす。 

1. 労働者が継続して勤務するほ

か、使用者が直ちに反対の意思

を示さなかった場合。 

2. 新規に契約を締結した場合で

あっても、その前後の労働契約

の労働期間が 90 日を超え、前

後の契約の中断期間が 30 日を

超えない場合。（第 2項） 

前項の規定は、特定又は季節性の定

期の労働には適用しない。（第 3項） 

第第第第 22-1条条条条 追加追加追加追加 

 

派遣事業派遣事業派遣事業派遣事業単位単位単位単位のののの派遣労働派遣労働派遣労働派遣労働者者者者への報への報への報への報

酬酬酬酬未払がある場合未払がある場合未払がある場合未払がある場合、主務機関、主務機関、主務機関、主務機関よりよりよりより懲懲懲懲

罰罰罰罰又は又は又は又は第第第第 27条の規定に基づ条の規定に基づ条の規定に基づ条の規定に基づきききき、、、、期期期期

間間間間を定めを定めを定めを定め、、、、未払い分の報酬を未払い分の報酬を未払い分の報酬を未払い分の報酬を給付給付給付給付すすすす

るるるるように命じるほか、期限満了したように命じるほか、期限満了したように命じるほか、期限満了したように命じるほか、期限満了した

にもかかわらず未払いの場合、派遣にもかかわらず未払いの場合、派遣にもかかわらず未払いの場合、派遣にもかかわらず未払いの場合、派遣

労働者は派遣先に給付を求めるこ労働者は派遣先に給付を求めるこ労働者は派遣先に給付を求めるこ労働者は派遣先に給付を求めるこ

とができる。とができる。とができる。とができる。派遣先は派遣労働者の派遣先は派遣労働者の派遣先は派遣労働者の派遣先は派遣労働者の

請求の日から起算して請求の日から起算して請求の日から起算して請求の日から起算して 30日内に給日内に給日内に給日内に給

付しなければならない。（第付しなければならない。（第付しなければならない。（第付しなければならない。（第 1項）項）項）項） 

前項の規定に前項の規定に前項の規定に前項の規定に基づ基づ基づ基づきききき報酬報酬報酬報酬のののの給付給付給付給付をををを

行った派遣先は行った派遣先は行った派遣先は行った派遣先は、派遣事業、派遣事業、派遣事業、派遣事業単位単位単位単位に対に対に対に対

し、賠償を求めるし、賠償を求めるし、賠償を求めるし、賠償を求める又は又は又は又は派遣契約に派遣契約に派遣契約に派遣契約に於於於於

けるけるけるける支払うべき支払うべき支払うべき支払うべき代金代金代金代金をををを相殺するこ相殺するこ相殺するこ相殺するこ

とができるとができるとができるとができる。（第。（第。（第。（第 2項）項）項）項） 

 


